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○羽村・瑞穂地区学校給食組合会計年度任用職員の 

報酬等に関する条例 

令和元年 11 月 11 日条例第３号 

最終改正 令和７年３月５日条例第６号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 203 条の２第５項

に基づき、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 22 条の２第１項第１号

に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）に対し支給

する報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当（第７条において「報酬等」とい

う。）の額並びにその支給方法を定めるものとする。  

（報酬） 

第２条 会計年度任用職員には次に掲げる報酬を支給する。  

（１） 当該会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下「所定勤務

時間」という。）による勤務に対する報酬  

（２） 超過勤務手当に相当する報酬  

（３） 通勤手当に相当する報酬  

２ 前項第１号に規定する報酬の額は、月額、日額又は時間額で定めるものとし、

別表に定める会計年度任用職員の種別に応じた額を超えない範囲内において、

職務の複雑性、困難性、特殊性及び責任の軽重に応じ、かつ、常勤職員の給与

との均衡を考慮し、組合規則で定める。  

３ 第１項第２号に規定する超過勤務手当に相当する報酬は、所定勤務時間を超

えて勤務することを命ぜられた会計年度任用職員に、所定勤務時間を超えて勤

務した全時間に対して、組合規則で定める額を支給する。  

４ 第１項第３号に規定する通勤手当に相当する報酬は、羽村・瑞穂地区学校給

食組合一般職の職員の給与に関する条例（昭和 46 年条例第７号。以下「給与条

例」という。）の適用を受ける職員の例により支給する。ただし、これにより難

い場合は組合規則で定める額とする。  

５ 前各項に規定するもののほか、報酬の額に関し必要な事項は、組合規則で定

める。 

（報酬の支給日） 
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第３条 報酬は、月の初日からその月の末日までの間における勤務日数により計

算した総額を翌月の 17 日（その日が休日に当たるときはその前日）に支給す

る。 

（費用弁償） 

第４条 会計年度任用職員が公務のため出張したときは、その旅行について、費

用弁償として旅費を支給する。  

２ 旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、宿泊料及び食事料とし、その算定方

法は、羽村・瑞穂地区学校給食組合一般職の職員の旅費に関する条例（昭和 46

年条例第８号）の適用を受ける職員の例による。この場合において、会計年度

任用職員の職務は、給与条例別表第１における２級に相当するものとする。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び 12 月１日（以下この条においてこれらの日

を「基準日」という。）にそれぞれ在職する会計年度任用職員（組合規則で定め

る会計年度任用職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の 12 日（そ

の日が休日に当たるときはその前日）に支給する。これらの基準日前１月以内

に退職し、又は死亡した会計年度任用職員（組合規則で定める会計年度任用職

員を除く。）に対しても、同様とする。  

２ 期末手当の額については、給与条例第 22 条第２項及び第３項の規定を準用

する。この場合において、同条第２項中「それぞれの基準日現在（退職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受

けるべき給料、扶養手当の月額及びこれらに対する地域手当の月額の合計額」

とあるのは「期末手当支給対象職員（羽村・瑞穂地区学校給食組合会計年度任

用職員の報酬等に関する条例第５条第１項前段及び後段に規定する会計年度任

用職員をいう。以下この項において同じ。）に係る同条例第２条第２項の規定に

より定められた報酬の月額（当該報酬の額が日額又は時間額である期末手当支

給対象職員にあっては、その者の月の勤務日数又は勤務時間数に応じて当該報

酬の額を月額に換算した額）を基礎として組合規則で定める額」と読み替える

ものとする。 

３ 期末手当の不支給及び支給の一時差止めは、給与条例の適用を受ける職員の

例による。 

（勤勉手当） 
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第６条 勤勉手当は、６月１日及び 12 月１日（以下この条においてこれらの日

を「基準日」という。）にそれぞれ在職する会計年度任用職員（組合規則で定め

る会計年度任用職員を除く。）に対して、基準日以前６月以内の期間におけるそ

の者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の 12 日（その日が休日

に当たるときはその前日）に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、

又は死亡した会計年度任用職員（組合規則で定める会計年度任用職員を除く。）

に対しても、同様とする。  

２ 勤勉手当の額については、給与条例第 23 条第２項の規定を準用する。この

場合において、同項の規定中次の表の左欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄

に掲げる字句に読み替えるものとする。  

前項の職員がそれぞれの基準日現在

（退職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、又は死亡した日現在。

以下この項において同じ。）において

受けるべき給料、扶養手当の月額及

びこれらに対する地域手当の月額の

合計額 

勤勉手当支給対象職員（羽村・瑞穂地

区学校給食組合会計年度任用職員の

報酬等に関する条例第６条第１項前

段及び後段に規定する会計年度任用

職員をいう。以下この項において同

じ。）に係る同条例第２条第２項の規

定により定められた報酬の月額（当

該報酬の額が日額又は時間額である

勤勉手当支給対象職員にあっては、

その者の月の勤務日数又は勤務時間

数に応じて当該報酬の額を月額に換

算した額）を基礎として組合規則で

定める額 

前項の職員がそれぞれの基準日現在

において受けるべき給料、扶養手当

の月額及びこれらに対する地域手当

の月額の合計額  

当該組合規則で定める額 

３ 勤勉手当の不支給及び支給の一時差止めは、給与条例の適用を受ける職員の

例による。 

（報酬等の支払）  
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第７条 報酬等の支払については、給与条例の適用を受ける職員の例による。  

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、組

合規則で定める。  

付 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則（令和２年 11 月 30 日条例第４号） 

 この条例は、令和２年 12 月１日から施行する。 

付 則（令和３年５月 26 日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。  

付 則（令和４年 11 月 15 日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。  

付 則（令和７年３月５日条例第６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

２ （略） 

 

別表（第２条関係）  

会計年度任用職員の種別 月額 日額 時間額 

資格免許を有する業務に従事する者  400,000 円 19,100 円 6,000 円 

相当の知識又は経験を必要とする業務

に従事する者 

   

一般事務に従事する者  360,000 円 17,200 円 2,300 円 

その他    

 


